
全国調査結果
2015年度上期調査

ニッセイ
景況アンケート調査結果

＜調査結果のポイント＞
◆企業の景況感は“ 足踏み状態から改善 ”
へ、先行きも好調を維持

◆企業価値向上に向けたESG（環境・社会・
ガバナンス）要素について、半数の企業が
重要性を認識

協力：株式会社ニッセイ基礎研究所
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【定例調査項目】
【１】従業員数について（パート・アルバイト含まず）

◇従業員数の増減について（対前年比）

【２】業況について

【３】売上について

【４】経常損益について

【５】現在の金融機関の貸出態度について

【６】金融機関との取引関係の変化について

【７】設備投資について

【８】今後必要となる経営資金について

【９】興味のある又は実施を検討されているファイナンス手法を教えてください（主なもの２つまで）

◇（①又は②又は③とご回答の場合）取引関係変更の理由（主なもの２つまで）

◇設備投資金額について（前年度と比べ）

◇設備投資目的について（主なもの２つまで）

◇（調達方法で②又は③とご回答の場合）調達決定する際に重視する要素（主なもの２つまで）

H27/4実　績：  ①増やした（32.7％）　②横ばい（56.3％）　③削減した（8.6％）　　　　
H28/4見　通：  ①増やす（31.2％）　  ②横ばい（61.1％）　③削減する（3.7％）

現           在：  ①良い（10.1％）　②やや良い（24.1％）　③ふつう（43.6％）　④やや悪い（18.2％）　⑤悪い（3.0％）　　　
H28/3末見通：  ①良い（7.8％）　　②やや良い（22.8％）　③ふつう（49.9％）　④やや悪い（14.0％）　⑤悪い（2.2％）

H26年度実績：  ①連続増収（33.1％）　②増収に転じた（16.0％）　③前年並み（25.9％）　④減収に転じた（19.1％）　
                   ⑤連続減収（4.3％）　　
H27年度見通：  ①連続増収（24.2％）　②増収に転じる（16.9％）　③前年並み（39.6％）　④減収に転じる（11.6％）　
                   ⑤連続減収（4.4％）

H26年度実績：  ①連続増益（25.2％）　②増益に転じた（19.9％）　③前年並み（26.4％）　④減益に転じた（22.9％）　
                   ⑤連続減益（3.6％）　　　　
H27年度見通：  ①連続増益（16.8％）　②増益に転じる（18.0％）　③前年並み（43.5％）　④減益に転じる（13.9％）　
                   ⑤連続減益（4.2％）　

①積極的（38.0％）　②やや積極的（20.1％）　③ふつう（32.6％）　④やや厳しい（1.3％）　⑤厳しい（0.8％）

直近１年： ①取引金融機関を増やした（7.5％）　②取引金融機関を減らした（3.4％）　③メインバンクを変えた（0.3％）　
               ④特に変化なし（83.9％）　　　　
今      後： ①取引金融機関を増やす（2.8％）　  ②取引金融機関を減らす（2.9％）　  ③メインバンクを変える（0.2％）　 
               ④特に変化なし（87.4％）

①有利な借入条件（53.2％）　②円滑な資金調達（38.7％）　③効果的な経営相談（7.4％）　
④社会的信頼性の向上（4.7％）　⑤取引金融機関数の適正化（26.6％）　⑥その他（10.3％）

H26年度実績：  ①増加した（20.3％）　②やや増加した（14.4％）　③横ばい（45.1％）　④やや減少した（8.3％）　
                   ⑤減少した（5.3％）　　　　　
H27年度見通：  ①増加する（17.1％）　②やや増加する（16.5％）　③横ばい（45.7％）　④やや減少する（7.7％）　 
                   ⑤減少する（5.2％）

①生産・販売能力増強（41.6％）　②製（商）品・サービスの向上（15.3％）　③省力・合理化（24.5％）　　　  　
④経営多角化（4.5％）　⑤研究・開発（6.1％）　⑥設備の更新維持（49.5％）　⑦その他（3.7％）

①金利条件（75.2％）　②貸手の信用力・安定性（10.1％）　③過去からの継続的取引（メイン・株主等）（76.7％）　
④コンサルティング力（2.0％）　⑤情報提供力（7.8％）　⑥その他（1.1％）

①シンジケートローン（7.3％）　②コミットメントライン（6.0％）　③外貨建ローン（2.0％）　④私募債（2.1％）　⑤流動化（4.5％）　　　　
⑥リース（6.3％）　⑦割賦（1.7％）　⑧支払委託（0.4％） ⑨その他（0.9％） ⑩検討していない（59.5％）

＜資金使途＞   ①生産設備資金（26.7％）　②営業販売施設資金（7.7％）　③運転資金（29.7％）　
                    ④研究開発設備資金（2.0％）　 ⑤M&A資金（3.0％）　⑥その他（4.6％）　　
＜調達方法＞   ①自己資金（29.6％）　②民間金融機関からの借入（39.8％）　③リース・割賦（5.6％）　
                   ④政府系金融機関からの制度融資（6.0％）　⑤株式発行（0.5％）　⑥社債発行（2.2％）　
                   ⑦グループ会社間ファイナンス（6.9％）　⑧未定（2.6％）　⑨その他（0.9％）　　　
＜時　　期＞　①年度内（32.6％）　②来年度上期（9.0％）　③来年度下期（6.4％）

　　　　　

①50名以下（19.9％）　②100名以下（11.5％）　③300名以下（29.1％）　④500名以下（13.7％）　⑤1,000名以下（12.2％）　
⑥3,000名以下（8.3％）　⑦3,000名超（4.9％）
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【特別調査項目】
日本企業の海外事業におけるＥＳＧ（環境・社会・ガバナンス）課題

【１３】貴社は、海外生産・販売、海外調達などの海外事業を行っていますか。

【１４】貴社が海外事業を行う（検討中や可能性を含む）のはどこですか（あてはまるものすべて）。

【１５】貴社の (1) 海外売上比率、(2) 海外生産比率、(3) 海外調達比率はどのくらいですか（回答はそれぞれ１つ）。

【１６】貴社の外国人持ち株比率はどのくらいですか。

【１7】貴社の長期的な企業価値向上のために、今後は財務的要素（売上高、営業利益あるいは株価など）だけでなく、
　　  非財務的要素（ＥＳＧ要素）も重要になるとお考えですか。

【１８】貴社の海外事業（検討中や可能性を含む）において、重要な経営課題はどのようなものですか（回答は３つまで）。

【１９】貴社は、国内の主要拠点（本社や工場、店舗など）の運営について、ＥＳＧの観点から、国内・海外を問わず
　　  顧客の現場監査を受けたことがありますか。

日本企業の海外進出や海外調達が急増する中、海外事業の運営において様々なトラブルが発生しています。
環境規制をはじめ人権・労働や消費者対応あるいは法令遵守など非財務面の経営課題は、ＥＳＧ（環境・社会・ガバナンス）課題と
呼ばれますが、貴社の認識や対応についてお伺いします。

①既に行っている（36.9％）　②現在、検討している（2.2％）　③将来は可能性がある（6.9％）　
④現在も将来もない（45.1％）（⇒下記【16】【17】のみお答えください）

①0%（19.1％）　②10% 未満（39.3％）　③10% 以上～ 30% 未満（17.2％）　④30% 以上～ 50% 未満（7.5％）
⑤50% 以上～ 70% 未満（5.0％）　⑥70% 以上～ 90% 未満（2.0％）　⑦90% 以上（0.3％）

①非上場（57.6％）　②0%（5.9％）　③10%未満（11.8％）　④10%以上～30%未満（6.0％）　⑤30%以上～50%未満（1.2％）
⑥50%以上～70%未満（0.2％）　⑦70%以上～90%未満（0.1％）　⑧90%以上（0.1％）

①非財務的要素はかなり重要となる（14.5％）　②非財務的要素はある程度重要になる（35.2％）　
③非財務的要素はそれほど重要にならない（5.1％）　④非財務的要素はほとんど関係ない（4.1％）　
⑤よくわからない（24.7％）　⑥その他（0.2％）

①海外・現地企業との競合（39.5％） ②資金調達（10.2％） ③人材確保（人件費の捻出や福利厚生制度の充実）（48.6％）
④原材料や部品の調達（25.2％） ⑤特許などの知的財産（7.4％） ⑥法令遵守を含む企業統治（20.8％）
⑦環境規制（汚染や廃棄物など）（3.9％） ⑧人権問題（人権意識、差別撤廃など）（2.0％） 
⑨労働問題（安全就業、労働時間など）（10.8％） ⑩消費者問題（製品安全、リコールなど）（3.3％） 
⑪事業撤退や工場閉鎖（3.0％） ⑫品質管理（26.4％） ⑬工程管理（6.3％）　⑭その他（2.2％）

【２０】貴社は、自社の海外事業について、ＥＳＧの観点から、自ら現場監査（第三者への委託を含む内部監査）を
　　  実施されていますか。

【２１】貴社は、海外事業におけるＥＳＧ課題の現状把握や改善方策などについて、取締役会や経営会議で経営課題として
　　  議論・検討していますか。

①既に行っている（予定を含む）（22.9％）　②いずれ実施しようと考えている（15.1％）　③必要性を感じない（16.5％） 
④わからない（36.2％）

①よくしている（7.2％）　②時 し々ている（22.6％）　③ほとんどしていない（22.8％）　④まったくしていない（13.7％）　
⑤わからない（24.3％）

①受けたことがある（予定を含む）（21.9％）　②受けたことがない（45.2％）　③わからない（25.6％）

【２2】貴社は、海外事業におけるＥＳＧ課題の現状把握や改善方策などについて、金融機関や投資家から
　　  問い合わせがありますか。

①よくある（1.7％）　②時々ある（6.9％）　③ほとんどない（29.1％）　④まったくない（35.8％）　⑤わからない（18.1％）

【１０】（非上場企業様にお伺いします）株式の上場について

【１２】現在、検討しているオフィス・不動産等に関する事項について　

【１１】現在の経営課題について（主なもの３つまで）

〔上場計画〕　①近々上場予定有（0.2％）　②将来的に意向有（3.1％）　③上場意向なし（65.3％）　　　　　　
◇（①又は②とご回答の場合）　　　　　  
 〔株式異動、増資計画〕　①異動ニーズあり（7.6％）　②第三者割当増資計画あり（3.8％）　③いずれもなし（33.3％）　

＜オフィス＞　①面積見直し・集約（4.3％）　②立地・グレード改善（2.3％）　③賃料見直し（2.3％）　④建替え・改修（7.3％）　
　　　　　  ⑤売却（0.5％）　⑥その他（1.0％）　⑦該当なし（71.1％）
＜不動産＞　①業務用地（事務所・店舗・工場等）の取得（9.7％）　②非業務用地（社宅・保養所等）の取得（0.5％）
　　　　　  ③業務用地（事務所・店舗・工場等）の売却　（1.4％） ④非業務用地（社宅・保養所等）の売却（1.1％）
　　　　　  ⑤その他未利用地の売却（2.9％）　⑥その他（1.1％）　⑦該当なし（69.0％）

＜事業面＞　①売上拡大（64.9％）　②海外展開強化（20.7％）　③販路拡大・多角化（33.8％）　④収益性向上（66.5％）
 　　　  ⑤従業員の採用・教育（44.4％）　⑥不採算事業の売却（1.4％）　 ⑦その他（1.5％）　　　
＜資本面＞　①ＲＯＥ向上（46.7％）　②株主還元（22.4％）　③自社株式の集約化（5.8％）　④事業承継への対応（18.2％）　
  　　　　　⑤その他（3.3％）

 

①中国（67.1％）　②インド（19.0％）　③インドネシア（31.5％）　④タイ（40.9％）　⑤シンガポール（27.1％）
⑥その他のアジア、オセアニア（54.1％）　⑦アメリカ（36.1％）　⑧カナダ（7.8％）
⑨中南米（13.5％）　⑩欧州、ロシア（27.0％）　⑪中東、アフリカ（7.5％）

（注１）設問８の金額、設問10の時期については、回答記載を省略しております。
（注２）複数回答の設問があるほか、各設問とも無回答分があるため、合計は100％にはなりません。
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